
令和４年度豊川市下水道事業会計補正予算（第３号）





第１８号議案 

令和４年度豊川市下水道事業会計補正予算（第３号） 

（総  則） 

第１条 令和４年度下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによ 

る。 

（資本的収入及び支出の補正) 

第２条 資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

収          入 

款 項 既決予定額 補正予定額 計 

１ 資 本 的 収 入 

 １ 企  業  債 

 ５ 補  助 金 

千円 

2,066,709 

1,355,900 

490,823 

千円 

△92,800

△47,600

△45,200

千円 

1,973,909 

1,308,300 

445,623 

支 出 

款 項 既決予定額 補正予定額 計 

１ 資 本 的 支 出 

１ 建 設 改 良 費 

千円 

3,649,244 

2,174,461 

千円 

△92,800

△92,800

千円 

3,556,444 

2,081,661 

（継続費の補正）

第３条 予算第５条に定めた継続費を次のとおり変更する。

款 項 事業名
補 正 前 補 正 後

総 額 年 度 年割額 総 額 年 度 年割額

１資本的

支 出

１建 設

改良費

為当地区

雨水管渠

整 備

事 業 費

千円

303,000

令 和

４年度

千円 

242,400

千円

210,200 

令 和

４年度

千円 

149,600 

令 和

５年度
60,600

令 和

５年度
60,600 

（企業債の補正） 

第４条 予算第６条で定めた企業債の変更は、「第１表 企業債補正」による。 

（利益剰余金の処分の補正) 

第５条 予算第１１条本文を「繰越利益剰余金 585,944 千円のうち、216,413 千円及び
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当年度利益剰余金 227,737 千円のうち、31,729 千円は、次のとおり処分するものと定

める。」に改める。 

令和５年２月２１日提出 

豊川市長 竹 本 幸 夫 
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第 １ 表　企業債補正

千円

下 水 道 事 業 費 1,355,900
普 通 貸 借

又  は
証 券 発 行

年4.0以内（た
だし、利率見直し
方式で借り入れる
場合、利率の見直
しを行った後にお
いては、当該利率
見直し後の利率）

　補　 　正　

％

計 1,355,900

起 債 の 方 法 利　 　率
起　債　の　目　的

限　 度　 額
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償還の方法

同　前

政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と
協定する条件による。ただ
し、企業財政の都合によ
り、据置期間及び償還期間
を短縮し、又は繰上償還
し、若しくは低利債に借換
えすることができる。

同　前

補　 　正　 　後

％

限　度　額 起債の方法

千円

1,308,300 同　前

利　　率

1,308,300

 　前

償　還　の　方　法
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令和４年度豊川市下水道事業会計補正予算（第３号）に関する説明書
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令和４年度豊川市下水道事業会計補正予算実施計画

資本的収入及び支出

収 入

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備  考

1 資本的収入 
千円 

2,066,709 

千円 

△92,800

千円 

1,973,909 

1 企 業 債 1,355,900 △47,600 1,308,300 

1 下 水 道 

事 業 債
1,355,900 △47,600 1,308,300 減 額

5 補 助 金 490,823 △45,200 445,623 

1 国 庫 (県 ) 

補 助 金 
490,823 △45,200 445,623 減 額

支 出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備  考

1 資本的支出 
千円 

3,649,244 

千円 

△92,800

千円 

3,556,444 

1 建設改良費
2,174,461 △92,800 2,081,661 

3 雨 水 管 渠 

整 備 費 
530,375 △92,800 437,575 減 額
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令和４年度豊川市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 

（令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日まで） 

（単位 千円） 

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー 

当年度純利益 

減価償却費 

固定資産除却費 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 

賞与引当金の増減額（△は減少） 

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 

長期前受金戻入額 

支払利息 

有形固定資産売却損 

有形固定資産売却益 

未収金の増減額（△は増加） 

未払金の増減額（△は減少） 

小計 

利息の支払額 

業務活動によるキャッシュ・フロー 

227,737 

2,460,824 

35,000 

△ 478

△ 7,635

△ 1,469

10,862

△ 1,293,294

139,565 

2 

△ 2

131,122 

△ 163,349

1,538,885 

△ 139,565

1,399,320 

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 

有形固定資産の売却による収入 

国庫補助金等による収入 

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 

受益者負担金等収入 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

△ 2,095,143

76 

491,520 

25,042 

109,989 

△ 1,468,516

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

1,421,900 

△ 1,474,783

73,637 

 20,754 

資金増加額（又は減少額） 

資金期首残高 

資金期末残高 

△ 48,442

996,747

948,305 
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千円 千円 千円 千円

補正前
の　額

242,400 120,000 122,400

補正後
の　額

149,600 74,800 74,800

補正前
の　額

60,600 30,000 30,600

補正後
の　額

60,600 30,000 29,800 800

補正前
の　額

303,000 150,000 153,000

補正後
の　額

210,200 104,800 104,600 800

年度
左　 の 　財 　源 　内　 訳

年　　割　　額

全　  体 　 　計 　 　画

損益勘定
留保資金

企 業 債

継 続 費 に 関

款 項 事 業 名

国 県
支 出 金

4

5

計

為 当 地 区
雨 水 管 渠
整 備 事 業 費

  資本的
1
  支  出

  建  設
1
  改良費
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千円 千円 千円 千円 千円 ％

242,400 242,400 80.0

149,600 149,600 71.2

60,600 20.0

60,600 28.8

242,400 242,400 60,600 100.0

149,600 149,600 60,600 100.0

令 和 ５ 年 度
以降の支払義務
発 生 予 定 額

継 続 費 の
総額に対する
進 捗 率

令和４年度末
までの支払義務
発 生 予 定 額

令 和 ４ 年 度
支 払 義 務
発 生 予 定 額

す る 調 書

令和２年度末
ま で の 支 払
義 務 発 生 額

令和３年度末
までの支払義務
発生（見込）額
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１

(1)

イ 419,244

ロ 60,906

△ 12,812 48,094

ハ 70,142,854

△ 8,881,009 61,261,845

ニ 873,183

△ 298,337 574,846

ホ 6,457

△ 2,807 3,650

ヘ 5,204

△ 1,943 3,261

ト 0

62,310,940

(2)

イ 283

ロ 2,481,810

2,482,093

(3)

イ 3,223

3,223

64,796,256

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

令和４年度豊川市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和5年03月31日）

（単位　千円）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

出 資 金

投資その他資産

無形固定資産合計

電 話 加 入 権

投資その他資産合計

固 定 資 産 合 計

－ 14 －



２

(1) 948,305

(2) 254,687

2,896 251,791

1,200,096

65,996,352

３

(1)

イ
・ 20,018,161

20,018,161

(2)

イ 33,330

33,330

20,051,491

４

(1)

イ
・ 1,407,431

1,407,431

(2) 567,394

(3)

イ 14,666

ロ 2,778

17,444

(4) 3,380

1,995,649

流 動 資 産

△

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

固 定 負 債 合 計

資 産 合 計

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 資 産 合 計

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

その他流動負債
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５

(1) 35,343,887

4,805,084

30,538,803

52,585,943

６ 12,299,501

７

(1)

イ 169,972

ロ 89,644

ハ 37,611

297,227

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 813,681

813,681

1,110,908

13,410,409

65,996,352

他 会 計 補 助 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額 △

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 18～50 年 

構築物 10～50 年 

機械及び装置 10～30 年 

車両及び運搬具  4～6 年 

工具器具及び備品  4～15 年 

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法 45 年 

２ 引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当

の要支給額に相当する金額を計上している。なお、計上額は「退職手当

に係る負担金の取扱いに関する確認書」に基づき、下水道事業会計が負

担すべき退職手当の総額としている。 

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末にお

ける支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

(3) 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費の支払いに備

えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負

担に属する額を計上している。 

(4) 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見

込額を計上している。 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる

額は、8,195,855 千円である。 

２ 引当金の取り崩し 

(1) 退職給付引当金の取り崩し

当事業年度において、退職手当支給のため、退職給付引当金 2,110 千

円を取り崩すこととする。 

(2) 賞与引当金の取り崩し

当事業年度において、６月の期末手当及び勤勉手当支給のため、賞与

引当金 15,306 千円を取り崩すこととする。 

(3) 法定福利費引当金の取り崩し

当事業年度において、６月の期末手当及び勤勉手当支給に係る法定福

利費の支払いのため、法定福利費引当金 2,938 千円を取り崩すこととす

る。 

(4) 貸倒引当金の取り崩し

当事業年度において、不納欠損による損失を計上する予定であるため、

貸倒引当金 3,178 千円を取り崩すこととする。 

Ⅲ. セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

豊川市下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営

しており、各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業

及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位 千円）

項目 公共下水道事業
農 業 集 落 

排 水 事 業
合 計

営業収益 2,531,869 71,093 2,602,962 

営業費用 3,648,046 116,540 3,764,586 
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項目 公共下水道事業
農 業 集 落 

排 水 事 業
合 計

営業損益 △1,116,177 △45,447 △1,161,624

経常損益 △21,098 18,857 △2,241

セグメント資産 64,114,876 1,881,476 65,996,352 

セグメント負債 51,039,551 1,546,392 52,585,943 

その他の項目

他会計繰入金 644,480 86,217 730,697 

減価償却費 2,395,063 65,761 2,460,824 

特別利益 230,807 3 230,810 

特別損失 819 13 832 

固定資産増加額 2,041,602 26,775 2,068,377 
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令和４年度豊川市下水道事業会計補正予算説明書

資本的収入及び支出 

収 入

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 説 明 

1 資 本 的 

収 入 

千円 

2,066,709 

千円 

△92,800 

千円 

1,973,909 

1 企 業 債 
1,355,900 △47,600 1,308,300 

1 下 水 道 

事 業 債 
1,355,900 △47,600 1,308,300 

1  公共下水 

道事業債 
1,275,900 △47,600 1,228,300 減 額 

5 補 助 金 
490,823 △45,200 445,623 

1 国庫（県） 

補 助 金 
490,823 △45,200 445,623 

1  国 庫 

補 助 金 
489,497 △45,200 444,297 減 額 

合 計 2,066,709 △92,800 1,973,909 

支 出

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 説 明 

1 資 本 的 

支 出 

千円 

3,649,244 

千円 

△92,800 

千円 

3,556,444 

1 建設改良費 
2,174,461 △92,800 2,081,661 

3 雨水管渠 

整 備 費 
530,375 △92,800 437,575 

21 工 事 

請 負 費 
508,330 △92,800 415,530 減 額 

合 計 3,649,244 △92,800 3,556,444 
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